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はじめに

　昭和63年度から本格的にスタートした老人保健施設は、12年を経過して、その施
設整備は着実に進み、全国ですでに2，700を超える施設が開設され、地域の高齢者
ケアを支える中核的な施設として、活動を展開しているところである。

　平成12年度からは、21牡紀の高齢社会の新たな段階に対応するために、介護保険
制度が施行され、介護老人保健施設は介護保険施設の一つに位置付けられた。介護
保険制度においては、利用者（要介護者）がサービスを選択するという基本的な制
度設定のもとで、施設の提供するサービスの質が厳しく問われることになる。

　最近、誤喋・誤飲による誤喋性肺炎等への罹患や窒息による事故などが報告され



ており、施設における安全確保の観点から、誤喋・誤飲の予防策の確旦が求められ
ているところである。

　また、高齢者のQOLにおいて、食事のあり方は大きな意味を持っている。口から
食べるおいしい食事を支援する看護・介護体制の充実は、ケアの質を左右する重要
な要素の－一つであるといえよう。

　しかしながら、要介護の高齢者に対する食事提供体制の実態、あるいは実際に提
供されている食形葱の実態はこれまで十分に明らかにされることがなかった。ま
た、それらと誤喋・誤飲との関係も明らかではない。

　本調査研究は、介護老人保健施設における誤喋・誤飲事故の実態と事故に村する
対応の有無、さらに食事提供体制等を把握し、食事提供マニュアルおよび誤喋・誤
飲事故を予防するためのマニュアルづくりの基礎資料を得ることを目的として実施
した。

　最後に、本事業は平成12年度老人保健事栄准進費等国摩補助事栄（老人保健健康
増進等事業分）の交付を受けて行ったものであり、ここに深甚な謝意を表し、報告
する次第である。

平成13年3月
社団法人　全国老人保健施設協会

　　　　　　　会　長　山口　昇

I　　調査の概要

本調査は、社団法人全国老人保健施設協会が平成12年度老人保健事業准進費等国痺補助事業
（老人保健健康増進等事業分）の交付を受け、実施したものである。

【目　的】
　要介護状態等にある高齢者においては、誤喋・誤飲を契機とした誤喋性肺炎等への履患、窒
息による事故などが多く報告されており、誤喋・誤飲の予防策の確立が急がれていると
ころである。
　一方で、近年では、高齢者のQOL向上には、口から食べるおいしい食事の提供、また、それ
を支援する看護・介護体制の充実の必要性が叫ばれているところである。
　しかし、要介護高齢者に対する食事提供体制の実態、実際に提供されている食形態等につい
ての実態調査は十分でなく、さらに、それらと誤喋・誤飲との関係は明らかではない。
　そこで、本調査研究では、介護老人保健施設における誤喋・誤飲事故等の実態と対応の有
無、また、食事提供体制等を把握し、近年問題となっている誤帳・誤飲事故を予防する
ためのマニュアルづくりの基礎資料を提示することを目的とする。



【方　法】
調査期間：　調査回答期間は平成13年2月5日より平成13年2月23日の19日間とした。調査対象期
間は、調査票によってそれぞれ異なるため、調査票内容に記す。

調査対象：　平成12年10月1日現在、全国老人保健施設協会正会員であった2，559施設を対象と
した。

調査票内容：　調査票は3種類。それぞれの内容は以下の通りであった。
（1）食事の提供体制に関するアンケート
　平成13年2月13日時点での介護老人保健施設の食事の提供体制を問う質問項目で構成した。
（2）食事のケア体制に関するアンケート
　平成13年2月13日から17日までの5日間の、介護老人保健施設の食事ケア体制を問う質問項目
で構成した。
（3）食事の介助・誤喋対策に関するアンケート
　大まかに、①平成13年2月13日時点での介護老人保健施設における食事介助や誤喋対策を問う
質問項目、②平成12年11月から平成13年1月までの間に、誤喋との関連性が高いと考えられる疾
患（微候）の発症と直前の本人の状態について問う質問項目、③開設から現在までの間で、明
らかに誤喋による急変と思われる症例と直前の本人の状態について問う質問項目l仰の3つで構
成した。

調査方法：　郵送により介護老人保健施設へ調査票を送付した。食事の提供体制に関するアン
ケートと食事のケア体制に関するアンケートはファックスにて回収し、食事の介助・誤喋対策
に関するアンケートは郵送にて回収した。

調査票記入者：　食事の提供体制に関するアンケートヘは、栄養士又は管理栄養士が記入し、
食事のケア体制に関するアンケートへは、食事の際に“食堂に居られる”看護・介護のリーダー
が記入し、食事の介助・誤喋対策に関するアンケートヘは、婦長が記入した。

III　　調査の結果

【結　果】
有効回答数

　有効回答数、有効回答施設及び回答率は表1の通り。なお、食事の提供体制に関す
るアンケート及び食事の介助・誤喋対策に関するアンケートについては、1施設につ
き複数の調査票を回答する施設もあったため、有効回答数と有効回答施設数が異な
る。
また、食事のケア体制に関するアンケートに関しては、棟ごとに、またはフロアご
とに回答し、複数の調査票を提出する施設があった。
そのため、1施設につき提出された複数の調査票の利用者及びスタッフ数を合計し、



1施設につき1枚の調査票になるようにした。
なおこの操作の際、かかった時間は配膳開始時間を複数枚の中で最も早い時間帯、
下膳終了時間を複数枚の中で最も遅い時間帯とした。
その上で、朝食、夕食の利用者数が定床数の80～120％であるものを有効回答とし
た。
昼食については、適所介護による利用者増加も考慮して利用者数が定床数の80～
200％の施設のみ、有効回答とした。

【結果の槻要】　

本研究により、介護老人保健施設で実施されている食事提供体制、食事ケア体制、
食事の介助及び誤喋対策の内容が明らかになった。
また、誤喋との関連性が高いと考えられる疾患の発症状況、明らかに誤喋による急
変と思われる症例についても調査し、その槻要・傾向が明らかになった。

　食事提供については、約4分の3の施設が管理栄養士による管理・適時適温の実施
等を行っていた。約6割の施設が給食委託を行っているものの、8割以上の施設は調
理を自施設の厨房で行っていた。
1施設あたりの管理栄養士・栄養士の合計人数は2．27人、調理師等は6．95人であっ
た。
副食の選択メニューは約3割の施設で行われていた。

　利用者の状態に合わせた食事提供への工夫については、ほとんどすべての施設で
「食べやすさ、飲み込みやすさを目的に使用している食品等」を利用していた。
独自の工夫を行っているとする施設も約5割あった。

　きざみ食等、対象者の状態にあわせた食事の形態については、きざみ食、ペース
トミキサー食、経口流動食、経管栄賽食、喋下困難食など複数の形態が用意されて
いるほか、1施設の平均でみた場合、きざみ食2．24種類、ペーストミキサー食1．36
種類と、形態ごとにも複数種類が用意されていた。
1施設の食事提供内容の平均は、きざみ食の提供が39．86％、ペースト・ミキサー食
6．37％、経口流動食0．37％、経管栄養食1．89％、喋下困難食0．71％、普通食あ
るいはその他の食事の提供60．79％であった。

　食事ケアスタッフ1人あたりの利用者数の平均は、朝食13．26人、昼食8．91人、
夕食11．46人であった。
朝食と昼食、昼食と夕食、朝食と夕食のスタッフ1人あたりの利用者の差は有意で
あった（t検定）。
配膳開始から下膳終了までに要している時間は朝食、昼食、夕食とも約50分であっ
た。

　入所者の食事朽取状況について各食事持取状況別にみると、全利用者のうち自立



が49．61％、見守りが24．98％、一部介助が14．98％、全介助が8．21％であった。
経管栄養、経静脈栄養もそれぞれ2．19％、0．03％あった。誤嚥の危険性が高いと
認識されている人は、全入所者に村して1施設平均12．60％であった。

　食事拝取の介助、誤嘩等への対応は、ほぼすべての施設において重安課題のひと
つとして考えていた。にもかかわらず、そのための対応として、食事抜取状況の把
握や食事関連のケアプラン作成について、医師、リハビリテーションスタッフの関
与は、「ある程度関与」にとどまっていた。リハビリテレションスタッフの食事介
助への関与も、「それほどでもない」とする施設が多かった。
ただ一一方で、喋下訓練の実施については積極的とする施設が約3分の2あった。

　誤喋による事故発生時への対応として、医師の対応体制、救急器具の設置につい
ては、問題なしとする施設が約7割であった。

　平成12年11月から平成13年1月までの間で、誤嘆との関連性が高いと考えられる疾
患（徴候）を発症（発生）した入所者をみると、発生症状では、発熱、気道閉塞が
多かった。
年齢、要介護度では、ともに高い人の割合が高かった。寝たきり度ではC2とB2が、
痴呆自立度でIVとIIIaの人の割合が高かった。

　また、最終的には分散分析またはX2検定により、①施設に占める誤喋の危険性が
高い人の割合が多い群のほうが、少ない群よりも疾患発症率が高いこと、②食事介
助自立の人が少ない施設のほうが、疾患発症率が高いこと－の2点が明らかになっ
た。

　今後、これらの結果を踏まえ、介護葛人保健施設におけるより望ましい食事提供
体制の確立、及び誤喋等に関連した疾患の発症や事故の予防や対応策を確立するた
めに必要となる要素の抽出を行うための調奄・研究を行い、それらの課題を達成す
るために必要な条件の整理と、食事提供マニュアルや誤喋事故防止マニュアル等の
作成につなげていくための継続的な取り組みが必要であろう。


